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家の周りを除雪する住民 
 

 

狭くなった通学路を歩く小学生    



 

 

平成平成平成平成２４２４２４２４年度政府予算年度政府予算年度政府予算年度政府予算にににに関関関関するするするする要望要望要望要望についてについてについてについて     

 雪寒地帯対策の推進につきましては、日頃から格別の御高配を賜

り厚くお礼申し上げます。 

雪寒地帯は、豊かな土地、水資源、良好な自然環境等に恵まれて

おり、食糧やエネルギーの供給地として、我が国を根底から支える

重要な役割を担っております。 

現在、世界的な規模で食糧、エネルギー問題が取りざたされてお

りますが、今後さらにこうした問題が深刻化することが確実視され

る中にあって、雪寒地帯の重要性は、ますます高まっております。 

このような状況を踏まえれば、雪寒地帯において、安定的な除雪

の体制をはじめ、人々が安全かつ安心して生活を営みつづけられる

仕組みを構築することは、今後の我が国にとって必要かつ不可欠で

あると言えます。 

しかし、近年、過疎化、高齢化のさらなる進行により地域の克雪

力の低下が顕著となっているほか、地域の除雪体制を担っていた地

元建設業者の体力が数年来の建設不況により著しく低下し、持続可

能な除雪体制の確保が困難となるなど、現状のレベルの克雪力すら

維持することが容易ではない状況になりつつあります。 

さらに今年度末には、豪雪地帯の振興に大きな役割を果たしてい

る豪雪法の特例措置が期限を迎えますが、住民が安全・安心に暮ら

せる地域づくりのためには、この特例措置が不可欠であります。 

 つきましては、雪寒地帯の実状と重要性を御理解いただき、この

地域において人々が今後とも安心して生活できるよう、平成２４年

度政府予算編成の際には、次の要望事項の実現につきまして特段の

御配慮を賜りますようお願い申し上げます。 

          

 平成２３年６月 

 

          全国積雪寒冷地帯振興協議会 

会長 新潟県知事 泉 田 裕 彦 
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＜重点要望＞【国土交通省、農林水産省、総務省、財務省、 

文部科学省関係】 

 

１１１１    「「「「豪雪法豪雪法豪雪法豪雪法」」」」特例措置特例措置特例措置特例措置のののの期限延長等期限延長等期限延長等期限延長等    

 

(1) 平成24年３月末で期限切れとなる豪雪法第14条及び第15

条の特例措置の期限延長 

豪雪地帯対策特別措置法（昭和 37 年法律第 73 号。以下「豪雪

法」という。）第 14 条及び第 15 条の特例措置については、冬期

に極めて厳しい生活を強いられる特別豪雪地帯における冬期交

通確保や教育機会の均等に大きく貢献してきた。 

豪雪法の規定では、特例措置の期限が平成 24 年３月 31 日まで

とされているが、特別豪雪地帯の安全・安心な生活と円滑な経

済活動のためには、当該特例措置が引き続き必要不可欠であり、

法改正による期限延長を強く要望する。 

(2) 雪処理の担い手確保・育成のための規定整備 

平成 22 年 12 月から本年１月末にかけて、強い寒気による低温

及び降雪が続き、高齢化、過疎化が進行している地域を中心に

雪処理の担い手が確保できずに住民の安全・安心な生活が脅か

される状況が続いた。 

積雪寒冷地帯の住民の安全・安心な生活の確保のためには、住

宅の雪処理対策をさらに推進・強化する必要がある。 

ついては、積雪寒冷地帯の住民の安全・安心な生活の確保のため、

豪雪法に住宅の雪処理の担い手確保・育成のための規定を整備し、

地域の克雪力の強化を図るよう強く要望する。

１ 



 

 

＜重点要望＞【国土交通省、財務省関係】 

 

２２２２    持続可能持続可能持続可能持続可能なななな除雪体制確保除雪体制確保除雪体制確保除雪体制確保にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組みみみみ    

 

積雪寒冷地帯においては、生活の安全・安心と円滑な経済活動の

ため、冬期の道路交通確保は必要不可欠であるが、その対応には、

道府県、市町村とも大きな課題を抱えているところである。 

道路除雪費については、現行制度下において、社会資本整備総合

交付金の対象となる範囲が限定的であること等から、自治体側に単

独費の持ち出しが発生するなど、必要額が十分確保されていない状

況にある。 

さらに、降雪状況に応じた除排雪量の変動が大きいことから、除

雪体制の維持にあたっては、少雪となった場合のオペレーターの確

保、機械維持費用などの負担が課題となっている。 

ついては、持続可能な除雪体制確保に向けた以下の取組みを強く

要望する。 

(1) 道路等の除排雪に必要な国庫支出金総額の確保 

(2) 道路等の除排雪に必要なすべての経費の国庫支出金対象化 

(3) 除雪体制維持に必要十分な経費に係る国支援制度の創設 

  （少雪時に、オペレーターの人件費の一部を補てんする「基

本待機料制度」や、除雪機械保有経費の一部を補てんする

「固定費支払制度」などに対する支援制度の創設） 

２ 



 

 

【国土交通省関係】 

１ コミュニティ維持のための雪処理対策の推進 

   過疎化、高齢化の進行により要援護世帯や空き家が増加し、

地域の克雪力が低下しているため、コミュニティ維持のための

雪処理対策を推進すること。 

 (1) ボランティア等の確保、コーディネーターの養成及び受入

体制の整備に関する支援制度の創設 

(2)  小型除雪機械等の整備への支援制度の創設 

(3)  高齢者等に対する地域ぐるみでの安全・安心確保のための

支援制度の創設 

(4)  空き家の雪処理に関する支援制度の創設 

２ 克雪住宅の整備に対する支援 

   市街地の雪下ろしに伴う道路交通障害や、高齢者等が住宅の

雪下ろし中に転落する事故が多発していることから、雪下ろし

が不要な克雪住宅の普及が促進されるよう支援措置を講ずる

こと。 

３ 冬期鉄道輸送力の確保 

   防除雪施設等への予算の確保及び鉄道事業者の迅速な除雪

体制整備に対する指導・支援を実施すること。 

４ 航空航路の安全かつ安定運行の確保 

   冬期の安全性の向上及び就航率の改善のための空港整備事

業等を推進するとともに、地方自治体管理空港における除雪作 

３ 



 

 

業や空港除雪用機械購入に要する経費に対する支援制度を創

設すること。 

 

５ 総合的な雪に関する情報システムへの支援 

   冬期交通、歩行者空間の確保のため、除排雪・道路状況や降

雪状況等の情報提供が求められているため、市町村及び道府県

を対象とした冬期ＩＴＳ事業など、雪情報システムに対する支

援制度を拡充すること。 

６ 調査研究の促進 

 (1) 道路・歩道等の融雪、消雪など雪に関する新技術の研究開発

の推進  

 (2) 環境にやさしく、安価な凍結防止剤ならびに凍結抑制舗装の

研究開発の推進 

 (3) (独)土木研究所雪崩・地すべり研究センターにおける調査研

究の推進と研究機関の充実 

(4) 雪崩災防止技術等の調査研究の推進 

 

【総務省関係】 

１ 豪雪・寒冷地域の実情を十分に踏まえた地方交付税制度の充実 

(1)  三位一体の改革で大幅に削減された地方交付税総額の復

元・充実 

(2) 地域の実情を十分に踏まえた財政需要の適切な算定 

 

４ 



 

 

２ 山間豪雪地における災害時の情報連絡体制の確保   

(1)  携帯電話基地局、ブロードバンド通信網の早期整備及び地上

デジタルテレビ放送の衛星暫定措置の早期解消に向けた支援

制度の拡充 

(2)  市町村が整備したブロードバンド環境の維持管理運営、設備

更新に対する支援制度の創設 

(3) 衛星携帯電話の導入・更新及び維持経費に対する支援制度の

創設 

３ 雪対策事業の推進（起債枠の確保） 

   各種雪対策を効果的に推進するため、一般補助施設整備等事

業債・豪雪対策事業分の需要に応じた起債枠の確保を図ること。 

４ 防災行政無線の整備（起債枠の確保） 

   防災行政無線の整備を促進するため、デジタル防災行政通信

設備の需要に応じた起債枠の確保を図ること。 

５ 避難所における積雪寒冷対策用資機材の整備 

避難所への積雪寒冷対策用資機材の整備に関する支援制度

を創設すること。 

 

【文部科学省関係】 

１ 公立文教施設の整備 

   公立文教施設の整備を促進するため、事業費の確保及び改修

に対する支援を拡充すること。 

２ (独)防災科学技術研究所雪氷防災研究センターにおける雪氷

５ 



 

 

防災に関する調査研究の充実及び新庄支所の存続 

雪氷防災研究センターにおける調査研究を充実するととも

に、世界最大規模の実験棟を有する同センター新庄支所を存続

することにより、相互補完を図ること。 

 

【農林水産省関係】 

１ なだれ防止対策の推進 

   なだれ危険箇所の未整備地区を計画的に整備し、住民の安全

を守るため、なだれ防止林造成事業費の確保を図ること。 

 

【経済産業省関係】 

１ 雪の冷熱エネルギー活用対策の推進 

雪の冷熱エネルギーの活用促進に向け、地域新エネルギー導

入促進事業等の事業費の確保を図ること。 

 

【内閣府関係】 

１ 積雪期における地震対策の調査研究の推進 

２ 激甚災害の指定要件（小型漁船の被害基準）の見直し 

激甚災害の指定要件に係る小型漁船の被害基準について、沿

岸漁業の実態を踏まえた適切な見直しを実施すること。 

６ 



 

 

 

雪に埋もれた住宅を除雪する住民 

 

 

 
歩道が雪に埋もれ車道を歩く住民 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


